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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第55期

第３四半期連結
累計期間

第56期
第３四半期連結

累計期間
第55期

会計期間
自平成27年４月１日
至平成27年12月31日

自平成28年４月１日
至平成28年12月31日

自平成27年４月１日
至平成28年３月31日

売上高及び営業収入 （百万円） 255,349 258,212 324,343

経常利益 （百万円） 15,945 15,362 17,409

親会社株主に帰属する四半

期（当期）純利益
（百万円） 10,287 10,052 9,585

四半期包括利益

又は包括利益
（百万円） 10,233 10,472 8,258

純資産額 （百万円） 147,569 154,213 145,599

総資産額 （百万円） 295,456 302,426 305,496

１株当たり四半期（当期）

純利益金額
（円） 203.20 198.49 189.33

潜在株式調整後１株当たり

四半期（当期）純利益金額
（円） 202.96 198.30 189.11

自己資本比率 （％） 49.9 51.0 47.6

 

回次
第55期

第３四半期連結
会計期間

第56期
第３四半期連結

会計期間

会計期間
自平成27年10月１日
至平成27年12月31日

自平成28年10月１日
至平成28年12月31日

１株当たり四半期

純利益金額
（円） 63.93 62.05

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高及び営業収入の金額には、消費税等は含まれておりません。

 

２【事業の内容】

　当第３四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当第３四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

　また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

 

２【経営上の重要な契約等】

　当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

 

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）が判

断したものであります。なお、ＰＷはパワー、ＨＣはホームセンター、Ｈ＆Ｇはハードアンドグリーン、ＡＴはア

テーナの略称であります。

(1）業績の状況

　当第３四半期連結累計期間における我が国経済は、緩やかな回復基調にあるものの、英国のＥＵ離脱問題や米国

の新大統領就任後の政策動向の予見等、世界経済の先行き不透明感が払拭されないままであり、全体としては力強

さを欠いた状況となりました。

　国内の雇用・所得環境につきましては、労働需給の引き締まりを背景として堅調に推移しましたが、消費者の節

約志向は、依然として根強く、小売業界にとって厳しい状況が続きました。

　このような状況のもと、当社グループの当第３四半期連結累計期間は、坪当たり売上高の効率化のため、ＰＷ、

ＨＣ、Ｈ＆Ｇの店舗フォーマット毎のモデル店を構築し、新店及び既存店への水平展開を開始いたしました。ま

た、ローコストオペレーションの更なる強化により、店舗運営及び経営全体の効率化による経費削減を図ってまい

りました。しかしながら、個人消費の弱含みや天候要因による来店客数の減少等で売上が伸び悩んだことにより、

当第３四半期連結累計期間の業績は、前年同期比で増収・減益となりました。

　なお、当社グループのカード事業につきましては、当第３四半期末でカード会員数が200万人を突破いたしまし

た。うち、昨年７月より発行を開始したプリペイド方式の「アクアカード」の会員数も80万人を超え、カード会員

数は、堅調に推移いたしました。

　新規出店につきましては、ＰＷを４店舗（北海道２、広島県１、鹿児島県１）、ＨＣを５店舗（北海道１、岐阜

県１、福岡県１、大分県１、熊本県１）、Ｈ＆Ｇを６店舗（北海道３、群馬県１、栃木県１、島根県１）、合計15

店舗を開店いたしました。また、Ｈ＆Ｇ６店舗を閉店し、Ｈ＆Ｇ２店舗をＨＣへ業態転換いたしました。これらに

より、当第３四半期末の店舗数は、ＰＷ44店舗、ＨＣ157店舗、Ｈ＆Ｇ973店舗、ＡＴ13店舗、合計で1,187店舗と

なりました。

　出店政策において新商勢圏と位置付ける北海道地区は、当第３四半期末でＰＷ４店舗、ＨＣ３店舗、Ｈ＆Ｇ６店

舗、合計13店舗での営業となり、３つの店舗フォーマットによる船団方式での出店を推し進めております。

　以上の結果、当第３四半期連結累計期間の売上高及び営業収入は、2,582億12百万円（前年同期比101.1％）、営

業利益は、153億16百万円（同94.0％）、経常利益は、153億62百万円（同96.3％）、親会社株主に帰属する四半期

純利益は、100億52百万円（同97.7％）となりました。

 

セグメントの業績は、次のとおりであります。

① ホームセンター

(イ) 金物・資材・建材

　木材やワイヤーメッシュ等の資材・建材の消耗品やバス・トイレ等のリフォーム工事の売上が堅調に推

移いたしました。これにより売上高は、760億15百万円（前年同期比101.2％）となりました。

(ロ) 園芸・農業用品

　農家様向けの農業資材や肥料・農薬の売上は堅調に推移いたしました。更に、10月以降は、野菜苗や切

花を中心として、植物の売上も堅調に推移いたしました。これにより売上高は、620億３百万円（同

101.7％）となりました。

(ハ) 家庭用品

　紙・洗剤等の日用消耗品中心に売上は堅調に推移いたしましたが、紙オムツ等のベビー用品や洗面・入

浴剤等の売上が前年を下回りました。これにより売上高は、678億42百万円（同101.6％）となりました。

(ニ) オフィス・レジャー用品

　キャットフードを中心としたペット用品の売上は堅調に推移いたしましたが、家具・収納用品の売上が

前年を下回りました。これにより売上高は、344億77百万円（同101.0％）となりました。
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(ホ) 灯油他

　灯油の売上は、11月以降の販売単価及び数量の増加により堅調に推移いたしましたが、第２四半期連結

累計期間のマイナス分まではカバー出来ず、売上高及び営業収入は、148億２百万円（同98.9％）となりま

した。

　以上の結果、ホームセンター全体としての売上高及び営業収入は、2,551億41百万円（同101.3％）となりま

した。

 

② その他

　燃料、書籍等の売上高及び営業収入は、30億71百万円（前年同期比90.6％）となりました。

 

(2）財政状態の状況

当第３四半期連結会計期間末における流動資産は、1,307億40百万円となり、前連結会計年度末に比べ76億73

百万円減少いたしました。主に商品及び製品が減少したことによるものであります。

固定資産は、1,716億85百万円となり、前連結会計年度末に比べ46億３百万円増加いたしました。主に有形固

定資産の増加によるものであります。

この結果、総資産は、3,024億26百万円となり、前連結会計年度末に比べ30億69百万円減少いたしました。

当第３四半期連結会計期間末における流動負債は、815億10百万円となり、前連結会計年度末に比べ133億45百

万円減少いたしました。主に短期借入金の減少によるものであります。

固定負債は、667億１百万円となり、前連結会計年度末に比べ16億61百万円増加いたしました。主に長期借入

金の増加によるものであります。

この結果、負債合計は、1,482億12百万円となり、前連結会計年度末に比べ116億83百万円減少いたしました。

当第３四半期連結会計期間末における純資産合計は、1,542億13百万円となり、前連結会計年度末に比べ86億

13百万円増加いたしました。主に利益剰余金の増加によるものであります。

この結果、自己資本比率は、51.0％（前連結会計年度末は47.6％）となりました。

 

(3）事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第３四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

　なお、当社は財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針を定めており、その内容等（会

社法施行規則第118条第３号に掲げる事項）は次のとおりであります。

① 基本方針の内容の概要

当社は、株式の大量買付けであっても、当社の企業価値及び株主共同の利益の確保・向上に資するもので

あれば、これを一概に否定するものではありません。また、株式会社の支配権の移転を伴う買収提案に応じ

るかどうかの判断も、最終的には株主全体の意思に基づき行われるべきものと考えております。

しかしながら、株式の大量買付けの中には、その目的等から見て企業価値及び株主共同の利益に対する明

白な侵害をもたらすもの、株主に株式の売却を事実上強要する恐れのあるもの、対象会社の取締役会や株主

が株式の大量買付けの内容等について検討し、あるいは対象会社の取締役会が代替案を提案するための十分

な時間や情報を提供しないもの、対象会社が買収者の提示した条件よりも有利な条件をもたらすために買収

者との交渉を必要とするもの等、対象会社の企業価値及び株主共同の利益に資さないものも少なくありませ

ん。

とりわけ、当社の企業価値の源泉は下記②に記載のとおり、当社独自の経営ノウハウにあり、これが当社

の株式の大量買付けを行う者に十分に理解されない場合には、当社の企業価値及び株主共同の利益は毀損さ

れることになります。

そこで、当社は、当社株式に対する大量買付けが行われる場合、一定の手続きにより行われることが株主

共同の利益に合致すると考え、事前の情報提供等に関する手続きを設定することといたしました。

② 基本方針の実現に資する特別な取組みの内容の概要

(イ) 経営の基本方針

当社の経営理念は、「企業とは人々の幸せのために存在すべきものであり、それでこそ社会から支持

され、存続することができる」という考えに根ざしており、これは創業以来不変のものであります。

上記経営理念に基づき、当社は、建築及び農業分野における旧来の流通機構を改革し、真のチェーン

ストア産業の確立を目指してまいります。
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(ロ) 企業価値の源泉

上記基本方針に基づき、当社は、チェーンストアシステムの経営により、本来のホームセンターのあ

るべき姿を追求し、世の中の人々の豊かな暮らしを実現すべく、流通機構のイノベーションに取り組

み、企業価値を向上させてまいりました。

当社は、ＤＩＹ用品と園芸用品に特化した独自の専門店業態であるＨ＆Ｇ、豊富な品揃えで業務需要

等にも対応できるＨＣ、そして圧倒的な売場面積と品揃えでプロのお客様のご要望にもお応えできる大

型店のＰＷを全国に展開しております。これらの業態を商圏の規模に応じ「船団方式」で出店すること

で、店舗網の拡大とドミナントエリアの形成に努めてまいりました。平成28年12月31日現在、ＰＷ44店

舗、ＨＣ157店舗、Ｈ＆Ｇ973店舗、ＡＴ13店舗の合計で1,187店舗を全国に出店しております。

また、商品開発に関しましては、業界最多の標準化された店舗のマスの力を活かすことで、原材料の

段階から、加工・運搬・販売・消費に至るまでの全ての過程において、お客様の視点に立ったシステム

の構築に努めてまいりました。特に、金物・資材・建材と園芸・農業用品分野におきましては、旧来の

流通機構を近代化することで、プロのお客様のご要望にお応えすべく価値ある商品をより廉価で提供で

きる仕組みを構築してまいりました。

そして、このような店舗や商品等を支えるものが、当社独自のインフラである物流システムと情報シ

ステムであります。これらのシステムを駆使することで、きめ細かな商品管理や店舗におけるローコス

トオペレーションを実現してまいりました。更に「ＫＯＭＥＲＩ．ＣＯＭ」によるインターネット事業

の拡大や、「コメリリフォーム」によるリフォーム事業の展開により、様々なお客様の幅広いニーズに

もお応えできる体制を整えてまいりました。

このように、当社は、独自のインフラによる新たな流通機構の構築と多店舗出店を行うことで、業界

最多の標準化された店舗のマスの力を最大限に活かした経営を行っております。

③ 基本方針に照らして不適切な者によって支配されることを防止するための取組みの内容の概要

当社は、平成26年６月27日開催の第53回定時株主総会において「当社株式大量取得行為への対応策（買収

防衛策）」（以下、本プラン）の承認をいただいております。本プランは、有事の際に対抗措置（新株予約

権の無償割当ての実施）を発動する事前警告型のプランです。具体的には、以下のような内容を有しており

ます。

（イ）当社が発行する株式等について、20％以上の買付け等を行うことを希望する買付者等は、予め買付け内

容等の検討に必要な情報等を当社に提出していただきます。

（ロ）新株予約権の無償割当ての実施・不実施や取得等につき、取締役会の恣意的判断を排するために、取締

役会から独立した組織である特別委員会が設置されます。特別委員会は、買付者等から提出していただ

いた情報を精査し、追加的に情報提供を求めたり、当社取締役会に対して、当該買付け行為に対する意

見及びその根拠資料、代替案等を求めることがあります。

（ハ）特別委員会は、買付者等や当社取締役会から情報・資料を受領した後、必要に応じ、外部専門家等の助

言を得た上、買付者等の買付け内容、当社取締役会の提示した代替案等について、評価・検討し、当社

取締役会に対抗措置の発動の要否を勧告します。

（ニ）当社取締役会は、特別委員会の判断を得た上、買付者等が、当社の一定の手続きを遵守しない場合や当

該買付け行為が当社の企業価値や株主共同の利益を著しく損なう等と認められる場合に、新株予約権の

無償割当ての実施を決議します。

（ホ）対抗措置として、新株予約権を割当てる場合には、当該新株予約権に買付者等による権利行使は認めら

れないという行使条件及び当社が買付者等以外の者から当社株式と引換えに新株予約権を取得すること

ができる旨の取得条項が付されています。

④ 上記③が基本方針に沿うものであり、当社の株主の共同の利益を損なうものではなく、当社役員の地位の維

持を目的とするものではないことについての判断とその理由

当社取締役会は、以下の理由から、本プランが基本方針に沿うものであり、当社の株主の共同の利益を損

なうものではなく、当社役員の地位の維持を目的とするものではないと判断しております。

（イ）買収防衛策に関する指針の要件の充足

本プランは、経済産業省及び法務省が平成17年５月27日に発表した「企業価値・株主共同の利益の確

保又は向上のための買収防衛策に関する指針」の定める三原則（企業価値・株主共同の利益の確保・向

上の原則、事前開示・株主意思の原則、必要性・相当性の原則）を充足し、経済産業省に設置された企

業価値研究会が平成20年６月30日に発表した「近時の諸環境の変化を踏まえた買収防衛策の在り方」を

踏まえて設計されております。
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（ロ）株主意思の重視

本プランは、平成19年６月28日開催の第46回定時株主総会において株主の皆様のご承認の下に導入さ

れ、平成21年６月26日開催の第48回定時株主総会、平成23年６月24日開催の第50回定時株主総会及び平

成26年６月27日開催の第53回定時株主総会において、実質的同一内容で継続することのご承認を得てお

ります。

また、本プランには、有効期間を約３年間とするいわゆるサンセット条項が付されており、かつ、そ

の有効期間の満了前であっても、当社の定時株主総会において本プランを廃止する旨の決議が行われた

場合や、当社取締役会において本プランを廃止する旨の決議が行われた場合には、本プランはその時点

で廃止されることとなり、本プランの導入及び廃止は、株主の皆様の意思に基づくこととなっておりま

す。

（ハ）特別委員会の設置と情報公開

当社は、取締役の恣意的判断を排するため、本プランの発動等の運用に際しての実質的な判断を客観

的に行う機関として、当社取締役会から独立した組織として特別委員会を設置いたします。特別委員会

は、当社の費用で、独立した第三者（フィナンシャル・アドバイザー、公認会計士、弁護士、コンサル

タントその他の専門家を含む。）の助言を得ることができ、判断の公正さ・客観性がより強く担保され

ております。

また、その判断の内容等につきましては、情報開示を行い、本プランの透明な運営が行われる仕組み

が確保されております。

（ニ）対抗措置を発動する要件の設定

本プランは、対抗措置の発動に関して、合理的な客観的要件を定めており、当社取締役会による恣意

的な発動を防止するための仕組みを確保しているものといえます。

 

(4）研究開発活動

　該当事項はありません。

EDINET提出書類

株式会社コメリ(E03120)

四半期報告書

 6/18



第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 131,000,000

計 131,000,000

 

②【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間末現在発行数

（株）
（平成28年12月31日）

提出日現在発行数（株）
（平成29年２月14日）

上場金融商品取引所名又は登
録認可金融商品取引業協会名

内容

普通株式 54,409,168 54,409,168 東京証券取引所市場第一部
単元株式数

100株

計 54,409,168 54,409,168 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

（４）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総数
増減数（株）

発行済株式総数
残高（株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高　
（百万円）

資本準備金増減額
（百万円）

資本準備金残高
（百万円）

平成28年10月１日～

平成28年12月31日
－ 54,409,168 － 18,802 － 29,855

 

（６）【大株主の状況】

当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。

 

EDINET提出書類

株式会社コメリ(E03120)

四半期報告書

 7/18



（７）【議決権の状況】

　当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載

することができないことから、直前の基準日（平成28年９月30日）に基づく株主名簿による記載をしております。

①【発行済株式】

平成28年12月31日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式(自己株式等) － － －

議決権制限株式(その他) － － －

完全議決権株式(自己株式等) 普通株式　3,764,800 － －

完全議決権株式(その他) 普通株式 50,598,900 505,989 －

単元未満株式 普通株式 　　45,468 － －

発行済株式総数 54,409,168 － －

総株主の議決権 － 505,989 －

　（注）　上記「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が、6,300株（議決権の数63個）

含まれております。

②【自己株式等】

平成28年12月31日現在
 

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合

（％）

株式会社コメリ
新潟市南区清水

４５０１番地１
3,764,800 － 3,764,800 6.9

計 － 3,764,800 － 3,764,800 6.9

　（注）　当第３四半期会計期間末現在の自己株式数は3,765,196株となっております。

２【役員の状況】

　前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期累計期間における役員の異動は、次のとおりであります。

　役職の異動

新役名 新職名 旧役名 旧職名 氏名 異動年月日

取締役

執行役員
リフォーム部ゼネ
ラルマネジャー兼
パワー事業部ゼネ
ラルマネジャー兼
アテーナ事業部ゼ
ネラルマネジャー
兼アテーナフォー
マット商品担当ゼ
ネラルマネジャー

取締役

執行役員
商品担当兼パワー
事業部ゼネラルマ
ネジャー兼アテー
ナ担当

田邊　正 平成28年８月８日
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について
　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について
　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間（平成28年10月１日から平

成28年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成28年４月１日から平成28年12月31日まで）に係る四半期連

結財務諸表について、有限責任監査法人トーマツによる四半期レビューを受けております。

 

EDINET提出書類

株式会社コメリ(E03120)

四半期報告書

 9/18



１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

  （単位：百万円）

 
前連結会計年度

(平成28年３月31日)
当第３四半期連結会計期間

(平成28年12月31日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 9,943 8,288

受取手形及び売掛金 12,915 ※ 14,020

有価証券 3 3

商品及び製品 106,660 98,477

原材料及び貯蔵品 186 178

繰延税金資産 1,134 830

その他 7,785 9,178

貸倒引当金 △215 △236

流動資産合計 138,413 130,740

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 97,362 103,420

土地 29,309 28,961

リース資産（純額） 4,980 4,482

その他（純額） 9,460 8,489

有形固定資産合計 141,112 145,352

無形固定資産 7,140 7,407

投資その他の資産   

投資有価証券 1,268 1,433

繰延税金資産 6,672 6,514

敷金及び保証金 9,333 9,333

その他 1,591 1,679

貸倒引当金 △36 △36

投資その他の資産合計 18,829 18,925

固定資産合計 167,082 171,685

資産合計 305,496 302,426

 

EDINET提出書類

株式会社コメリ(E03120)

四半期報告書

10/18



 

  （単位：百万円）

 
前連結会計年度

(平成28年３月31日)
当第３四半期連結会計期間

(平成28年12月31日)

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 48,510 ※ 52,885

短期借入金 18,700 200

1年内返済予定の長期借入金 7,197 5,605

リース債務 1,811 1,663

未払法人税等 2,836 2,463

賞与引当金 1,920 848

役員賞与引当金 37 14

店舗閉鎖損失引当金 91 74

ポイント引当金 462 704

災害損失引当金 1 10

その他 13,287 ※ 17,039

流動負債合計 94,856 81,510

固定負債   

長期借入金 44,441 45,709

リース債務 3,940 3,500

役員退職慰労引当金 178 178

退職給付に係る負債 9,582 10,147

資産除去債務 4,525 5,057

その他 2,372 2,107

固定負債合計 65,040 66,701

負債合計 159,896 148,212

純資産の部   

株主資本   

資本金 18,802 18,802

資本剰余金 25,260 25,260

利益剰余金 111,776 119,955

自己株式 △9,145 △9,146

株主資本合計 146,693 154,871

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 60 158

繰延ヘッジ損益 △100 △6

退職給付に係る調整累計額 △1,152 △923

その他の包括利益累計額合計 △1,192 △772

新株予約権 97 114

純資産合計 145,599 154,213

負債純資産合計 305,496 302,426
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

  （単位：百万円）

 
前第３四半期連結累計期間
(自　平成27年４月１日
　至　平成27年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成28年４月１日
　至　平成28年12月31日)

売上高 246,857 249,830

売上原価 167,932 170,779

売上総利益 78,924 79,050

営業収入 8,492 8,381

営業総利益 87,417 87,432

販売費及び一般管理費 71,129 72,116

営業利益 16,287 15,316

営業外収益   

受取利息 19 17

為替差益 － 102

デリバティブ評価益 － 149

その他 168 220

営業外収益合計 187 489

営業外費用   

支払利息 308 252

デリバティブ決済損 － 115

その他 221 74

営業外費用合計 529 442

経常利益 15,945 15,362

特別利益   

受取保険金 359 300

特別利益合計 359 300

特別損失   

災害による損失 388 424

固定資産処分損 134 205

減損損失 76 14

特別損失合計 599 643

税金等調整前四半期純利益 15,705 15,019

法人税、住民税及び事業税 4,814 4,728

法人税等調整額 604 238

法人税等合計 5,418 4,967

四半期純利益 10,287 10,052

親会社株主に帰属する四半期純利益 10,287 10,052
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【四半期連結包括利益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

  （単位：百万円）

 
前第３四半期連結累計期間
(自　平成27年４月１日
　至　平成27年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成28年４月１日
　至　平成28年12月31日)

四半期純利益 10,287 10,052

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 10 97

繰延ヘッジ損益 △159 94

退職給付に係る調整額 95 228

その他の包括利益合計 △53 419

四半期包括利益 10,233 10,472

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 10,233 10,472

非支配株主に係る四半期包括利益 － －
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【注記事項】

（会計方針の変更）

　（平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱いの適用）

　法人税法の改正に伴い、「平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱い」（実務対

応報告第32号　平成28年６月17日）を第１四半期連結会計期間に適用し、平成28年４月１日以後に取得した建物

附属設備及び構築物に係る減価償却方法を定率法から定額法に変更しております。

　なお、この変更による当第３四半期連結累計期間の営業利益、経常利益及び税金等調整前四半期純利益に与え

る影響は軽微であります。

 

（追加情報）

　（繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針の適用）

　「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26号　平成28年３月28日）を第１

四半期連結会計期間から適用しております。

 

（四半期連結貸借対照表関係）

※　四半期連結会計期間末日満期手形等

　四半期連結会計期間末日満期手形、ファクタリング対象の買掛金及び電子記録債務の会計処理については、

当四半期連結会計期間末日が金融機関の休日でしたが、満期日に決済が行われたものとして処理しておりま

す。当四半期連結会計期間末日満期手形等の金額は、次のとおりであります。

 
前連結会計年度

（平成28年３月31日）
当第３四半期連結会計期間
（平成28年12月31日）

受取手形及び売掛金 －百万円 0百万円

支払手形及び買掛金 － 11,174

流動負債「その他」

（設備関係支払手形）
－ 507

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

　当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四

半期連結累計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとおりであり

ます。

 
前第３四半期連結累計期間
（自　平成27年４月１日
至　平成27年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成28年４月１日
至　平成28年12月31日）

減価償却費 8,724百万円 8,243百万円
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（株主資本等関係）

Ⅰ　前第３四半期連結累計期間（自　平成27年４月１日　至　平成27年12月31日）

配当に関する事項

　配当金支払額

 
 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成27年５月19日

取締役会
普通株式 910 18  平成27年３月31日  平成27年６月26日 利益剰余金

平成27年10月27日

取締役会
普通株式 911 18  平成27年９月30日  平成27年11月30日 利益剰余金

 

Ⅱ　当第３四半期連結累計期間（自　平成28年４月１日　至　平成28年12月31日）

配当に関する事項

　配当金支払額

 
 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成28年５月17日

取締役会
普通株式 911 18  平成28年３月31日  平成28年６月27日 利益剰余金

平成28年10月25日

取締役会
普通株式 962 19  平成28年９月30日  平成28年12月１日 利益剰余金

 

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

当社グループの報告セグメントは、ホームセンターのみであるため、記載を省略しております。
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（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎

は、以下のとおりであります。

 
前第３四半期連結累計期間
（自　平成27年４月１日
至　平成27年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成28年４月１日
至　平成28年12月31日）

(1）１株当たり四半期純利益金額 203円20銭 198円49銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純利益金額

（百万円）
10,287 10,052

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期純

利益金額（百万円）
10,287 10,052

普通株式の期中平均株式数（千株） 50,625 50,644

(2）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 202円96銭 198円30銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純利益調整額

（百万円）
－ －

普通株式増加数（千株） 60 48

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１

株当たり四半期純利益金額の算定に含めなかっ

た潜在株式で、前連結会計年度末から重要な変

動があったものの概要

－ －

 

（重要な後発事象）

該当事項はありません。

 

 

２【その他】

　平成28年10月25日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。

(イ）中間配当による配当金の総額……………………962百万円

(ロ）１株当たりの金額…………………………………19円00銭

(ハ）支払請求の効力発生日及び支払開始日…………平成28年12月１日

　（注）　平成28年９月30日現在の株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払いを行います。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

平成29年２月13日

株式会社コメリ

取締役会　御中

 

有限責任監査法人トーマツ

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 若松　大輔　　印

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 安藤　　武　　印

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社コメリ

の平成28年４月１日から平成29年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平成28年10月１日から平成28

年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成28年４月１日から平成28年12月31日まで）に係る四半期連結財務諸

表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期レ

ビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社コメリ及び連結子会社の平成28年12月31日現在の財政状態及

び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な

点において認められなかった。

 

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

 

（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報告

書提出会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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